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は じ め に

本論の目的は,計 量経済学の方法の中に存在する構造的問題を考察するこ

とにある。その構造的問題とは,次 の一文に要約される。

誤差項の真の確率分布が未知であるときに,誤 差項の確率分布に基づいて

評価や判定を下すことは問題である。

論理的に考えて,誤 差項の確率分布に基づいて評価や判定を下す場合には,

その確率分布が真である必要がある。今,真 の確率分布が未知であるならば,

上記の評価や判定は信頼できないものとなろう。以下,第1節 において,1

つのモデルを提示 して,誤 差項の確率分布に基づ く評価や判定が具体的に何

を指 しているかを例示する。第2節 では,提 示されたモデルにおける誤差項
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の真の確率分布が未知であることを示 し,第3節 において,上 記の問題を解

決する道を探る。

第1節 確率分布に基づく評価と判定

ここでは伝統的な回帰分析に基づいて,消 費関数のモデルを考えてみたい。

わが国におけるt年 目の消費水準C,は,同 年のわが国における所得水準Y

の1次 式 として

C,=α+β}7+u(1-1)

と表されるとしよう。 ここで,α とβは未知の定数であり,笏 が誤差項である。

「従来の経験や,経 験によって支持されている手持ちの理論によって,す

でに消費に影響することが知 られている因子」ωを系統的因子 と呼ぶ ことに

すれば(2),所得が系統的因子ということになるが,さ らに人口や物価指数と

いったその他の系統的因子は統御されており,定 数項 αの中に含まれてい

ると解釈することも可能である③。

統御 されているという表現 に現れているように,こ こでは消費水準のデー

タは母集団から得 られた無作為標本であるとみなされてお り,無 作為に標本

を抽出するという実験を想定 しているわけである。 ここで消費水準の母集団

は,実 験を繰 り返すことにより得 られるデータの集合について,実 験回数を

無限大に近づけたときの極限における集合であると考えられている。 この実

験においては,系 統的因子が一定に保たれる必要がある④。つまり,消 費水

準は確率変数であるが,所 得水準(及 びその他の系統的因子)は 確率変数で

はないと想定されているのである。

系統的因子を一定に保ちながら前述の実験を繰 り返 したとしても,得 られ

る消費水準の値が同じになるとは考えにくい。それは,系 統的因子以外にも

消費に影響を与える因子が存在すると考え られるか らであり,そ うした因子
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は非系統的因子 と呼ばれている⑤。そして,こ うした非系統的因子が消費に

及ぼす効果を反映 しているのが誤差項である。

この誤差項は確率変数であるとみなされており,そ の確率分布に関連 して

以下のように5つ の仮定をお くのが一般的である。

仮定1:誤 差項の期待値はtに かかわ らず0で ある。

仮定2:誤 差項の分散はiに かかわ らず σ2である。

仮定3:誤 差項同士は相関しない。

仮定4:誤 差項はモデルの説明変数 と相関しない⑥。

仮定5:誤 差項は正規分布に従 う。

さて,こ うしたモデルに対 して,今C`とY,の 年次データがn組 得 られて

いるとしよう。 このとき,誤 差項の確率分布に基づいて下される評価や判定

はさまざまなものが提案されてきているが,こ こでは例として次の ものを取

り上げることにしよう。

まず,評 価 としては,β の最小二乗推定量βが不偏性と一致性 と有効性を

満たすという評価を取 り上げる。そ して判定としては,β の有意性検定,す

なわち 「β=0」 という仮説が棄却されるかどうかという判定を取 り上げる。

これ らが誤差項の確率分布に基づ くものであることをここで明 らかにしてお

きたい。

最小二乗推定量βは誤差項防 とβを用いて

れ
aこ β+Σ ωμ 、(1-2)

'=1

と表 現 で き る。 こ こ で,ω`はYの デ ー タか ら計 算 され る統 計 量 で あ り,

ω、一 メ ー 「 .翫

、Σ1{(Y-Y)2}た だ し・Y-8=あ(1-3)

と定義される。βとω置は確率変数ではないので,β の確率分布は π`の確率
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分 布 に依 存 して決 定 され る こ とが わ か る。

βが 不 偏 性 を満 た す か ど うか は,(1-2)式 に よ り調 べ られ る。(1-2)式 の 両

辺 の期 待 値 を と る と,

　 れ
E(β)=β+Σ ω,E(u)(1-4)

t=1

となるので,誤 差項の期待値が0に なるかどうかが問題となる。ところが,

誤差項の期待値は確率密度関数∫を用いて　
E(u)=/z4`∫(u,)dug(1-5)

一 〇〇

と定 義 され て い た。 従 って,β が 不 偏 性 を満 た す か ど うか とい う評 価 は ,誤

差 項 の 確 率 密 度 関 数 ひ いて は誤 差 項 の確 率 分 布 に基 づ く もの で あ る こ とが わ

か る。

β が 有効 性 を 満 た す か ど うか,す な わ ち βが 不 偏 推 定 量 で あ る と き に,β

の分 散 レ(β)が β に関 す る任 意 の不 偏 推 定 量 β の 分 散 の 中 で 最 小 で あ るか

ど うか は,'一 般 に ク ラ メル=ラ オ の 不 等 式 を 用 い て 調 べ られ る。 今 消 費 水 準

は確 率 変 数 で あ る の で,C,,C2,…,C,の 同時 確 率 密 度 関 数 を 考 え る と,こ

の 関数 を3つ の パ ラ メ ータ α,β,σ2の 関 数 と み な した も の が 尤 度 関 数 で あ

る。 こ の尤 度 関 数 の 自然 対 数 を と った もの をLと 書 く とき,次 の行 列

一E∂ 聾.E∂ ㌃ 一E・2L
2

一E-E臓 「 一E
2(1-E)

∂2L∂2L∂2L-E
2-E2-E22

の逆 行 列 の 第2対 角 要 素 を ノ22とす れ ば,

V(β);≧122(1-t)

が 成 立 す る。 この不 等 式 が ク ラメ ル=ラ オ の不 等 式 で あ り,β が 有 効 性 を 満
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たすかどうかは,β の分散V(β)が122に 等 しいかどうか という問題に帰着

する。

122は,対 数尤度関数Lひ いては消費水準の同時確率密度関数に依存 して

決定される。ところが,消 費水準の確率分布ひいては同時確率分布はモデル

(1-1)式 か らわかるように,誤 差項の確率分布に依存 している。従 って,β

が有効性を満たすかどうかという評価は,誤 差項の確i率分布に基づ くもので

あることがわかる。

第三にβが一致性を満たすかどうかは,数 学的 には次の等式が成 り立つ

かどうかということと同値である。

limF(a一 β1>ε);0'(1-8)
η 一ウOo

た だ し,Pは 確 率 関 数,ε は 任意 の正 の数 で あ り,β.はn組 の デ ー タ か ら定

め られ た 最 小 二 乗 推 定 量 と い う意 味 で あ る。

これ を 調 べ る には,チ ェ ビ シ ェフ(Chebyshev)の 不 等 式 が用 い られ る。

す な わ ち,こ の 不 等 式 に よれ ば,任 意 の正 の数 んに対 して,

P{1β η一E(β π)}≧ ・而 万}<k2(1一 ・)

が成立する。

今,最 小二乗推定量が不偏推定量 であることを前提 にす ると,k`を

η→ 。。のときに無限大になるよう設定できるな らば,さ らに κ圃 が

n→ 。Cの とき に正 数 に 収 束 す るな らば,一 致 性 が 満 た さ れ る こ と に な る。

と ころ で,V(β)はE[{β 一E(a)}2]と 定 義 され て い る こ とか らわ か る よ う

に,aの 関数 の期 待 値 で あ る。 つ ま り,β の 確 率 密 度 関 数 をgと す れ ば,　
V(a)=/{a-E(a)}29(a)dβ(1-10)

　　

として定義されることになる。ここで,(1-2)式 か らわか るように,β の確

率密度関数,ひ いては確率分布は誤差項の確率分布に依存 しており,β の期
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待値も誤差項の確率分布に依存 していることはすでに見た。従 って,β が一

致性を満たすかどうかという評価は,誤 差項の確率分布に基づくものである

ことがわかる。

次に,β の有意性検定が誤差項の確率分布に基づ くものであることを明 ら

かにしておきたい。「β=0」 という仮説に対する検定統計:量は,

β(1 -11)

Σe;
t=1

カ
(r-2)ΣCY-Y)2

'=1

と して与 え られ る。 こ こで,θ`は 最 小 二 乗 推 定 量 に よ って定 め られ る残 差 で

あ り,

e,=C「 δ一β}τ

=(α+β}7+u)一d一 β}7

=zら+(a-a)+(β 一β)Y

一 塩(1n一 町 一ゑ 鰍(卜12)

と変形することができる。

この検定統計量:(1-11)は》誤差項 に対す る前述の仮定5つ が満たされて

いるとき,自 由度(n-2)のt分 布に従 うことが証明されているけれども,

(1-2)式 と(1-12)式 を検定統計量(1-11)に 代入 してみればわか るように,検

定統計量(1-11)の 確率分布は誤差項の確率分布に完全に依存 している。

検定では,有 意水準を適当に設定 して棄却域を定めることになるが,こ の

棄却域は検定統計量の確率分布に応 じて決まるものである。そして,検 定統

計量の値が棄却域に属するかどうかは,棄 却域がどのように定められている

かに依存する。従 って,「β=0」 とい う仮説が棄却 されるかどうか という

判定は,誤 差項の確率分布に基づ くものであることがわかる。
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第2節 誤差項の真の確率分布

では,誤 差項の真の確率分布について考えよう。誤差項の確率分布を調べ

るには,母 集団の定義を明らかにする必要があるだろう。

モデル(1-1)式 における誤差項は,非 系統的因子から成る。 また,所 得や

消費のデータが観測誤差を含むと考えれば,(1-1)式 の誤差項に観測誤差 も

含まれていると解釈することもできる。

今,系 統的因子を一定にして消費水準を計測する実験を繰 り返 して行 うと

すると,す べての非系統的因子は総体としてさまざまな値をとると考えられ

る。 この値の集合を,実 験回数を無限大に近づけたときの極限において捉え

たものが誤差項の母集団である。 しか し,現 実には非系統的因子が厳密に定

義されていないことに加えて,非 系統的因子が複数あるとすれば,そ の複数

の因子が単純に合計されて誤差項を構成するのか,あ るいは1次 結合の形に

なるのか,あ るいは2次 以上の高次式の形になるのかが不明である。 しかも

これに観測誤差 も入 り込んで くるとなると,実 験結果から誤差項に相当する

データを直接入手することは困難であり,誤 差項の母集団は,消 費水準の母

集団か ら導出されると考えざるを得ない。

消費水準のデータを入手す る実験を無限に繰 り返すことによって得 られる

消費水準のデータの集合が消費水準の母集団であり,現 実に得られているデー

タはその母集団から無作為に抽出された標本である。今消費水準のデータは

n個 得 られており,そ れらはC1,CZ,…,C.と 表されていた。 これを代表 し

てC,と 書いて,そ れに対応する誤差項をu,と 書いていた。

ここでは,・より具体的に,し か し一般性を失 うことなく,3年 目の消費水

準C3を 例にとって議論を続けよう。C3の 母集団は,所 得水準をYで 固定

し,そ の他の系統的因子 も一定にした上で消費水準を計測する実験を無限に
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繰 り返 す こ と に よ っ て得 られ るデ ー タか ら成 る。 こ の母 集 団 は,C4の 母 集

団 と同一 で あ る保 証 は全 くな い。 な ぜ な ら,こ れ ら2つ の 母 集 団 にお い て,

系 統 的 因子 の1つ で あ る所 得 水 準 が異 な って い るか らで あ る(r,。

さて,u<の 母 集 団 は,C3の 母 集 団 か ら無 作 為 に 抽 出 され た標 本(デ ー タ)

を もと に して,

u<=C3一(α+β}9(2-1)

と い う式 か ら計 算 され る数 値(デ ー タ)か ら成 る と考 え られ る。C3の 母 集

団 は無 限 個 の デ ー タ を含 む の で,そ れ に対 応 してu一 の母 集 団 も無 限個 のデ ー

タを含 む こ と に な る。 それ らの デ ー タの 中 に は同 一 の もの も あ るわ けで,各

デ ー タの 個 数 に関 す る相 対頻 度 を調 べ上 げ る こ とが で き る な らば,こ れ が ま

さに π3の 母 集 団 に お け る真 の確 率 分 布 に な る。

しか しな が ら,こ の 方法 に よ って真 の確 率 分布 を導 出す る こ とに はい くつ

か 問 題 が あ る。 まず(2-1)式 は,C3がYの1次 式(α+β 巧)で 表 さ れ る と

い う想 定 に基 づ い て い るが,こ の1次 式 が真 で あ る とは 限 らな い。 また,仮

にY..の1次 式 が 真 で あ る と して も,(2-1)式 か ら導 出 さ れ るu3の 値 は 未 知

数 α,β を含 ん で お り,我 々 は推 定 値 α,β を 代 入 す る こ と に よ っ て 得 られ る

残 差

e3=C3一 廊一β】略(2-2)

をu,の 推 定 値 と して 入 手 で き るに 過 ぎな い。

しか も この とき,推 定方 法 の選 択 とい う分 析 者 の 主 観 に基 づ く行 為 がe.

の 値 に影 響 を及 ぼ す と い う構 造 にな って い る ので あ る。 例 え ば,推 定 方 法 と

して最 小 二 乗 法 を 採 用 す るな ら ば,そ れ に よ って 定 め られ る残 差

e=q-d一 β}丁(2-3)

の平 均 値

カ

Σ θ`
r=1

(2-4)
π
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は必ず0に なる。

このように,u3に 関して我 々が現実に入手できる標本は,π3の 母集 団の

一部である保証がないばか りか,分 析者の主観を反映したものとなっている。

さらに,こ の情報をもとにして母集団における確率分布を導出 しようとする

ためにはC3の 母集団が与え られている必要があるが,後 で見るようにC3の

母集団を明らかにすることはきわめて困難である。 以上の ことか ら,u.の

真の確率分布は未知であると捉えるべきであると我々は考える。

他方,計 量経済学の方法においては,u3の 母集団における確率分布に基

づいて評価や判定を下す以上,そ の確率分布が真であることを保証 してお く

ことは論理的に必要であるとの観点から,真 の確率分布を推測 しようとする

試みがいくつか存在する。

母集団におけるu3の 確率分布を推測する方法には,3通 りあるように思

われる。1つ は,π3の 母集団からい くつか標本を抽出して標本分布を作成し,

そこから母集団の確率分布を推定する方法である。第二 は,u,の 母集団に

おける確率分布に関する仮説を設定 し,u3の 母集 団か ら抽出された標本を

もとにその仮説を検定する方法である。第3は,中 心極限定理を用いてu3

の母集団における確率分布が正規分布で近似できることを示す方法である。

まず,第 一の方法か ら考えてみたい。確率分布を推定する場合には,標 本

分布の特性値を求め,こ れを手がかりにして母集団における確率分布の特性

値を推定することになる(8)。'

特性値としてk次 の積率を考えると,π3の 母集団におけるん次の積率 μκは

μκ=濫z4∫(u,)dug(2-5)

と定義される。ただし,fは π3の確率密度関数である。

一方,抽 出された標本におけるk次 の積率1喚 は,　
Mk=ΣX野1㌃(2-6)

ゴ=1
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と与 え られ る。 こ こで,X,は 標 本 分 布(標 本 に お け るu〈 の 確 率 分 布)の 第i

階層 の 中央 値 で あ り,F;は そ の階 層 に含 まれ るu3の デ ー タ の 個 数 の 相 対 頻

度 で あ る。 つ ま り,標 本 分 布 を 作 成 す る に は,C3の 母 集 団 か ら無 作 為 に 標

本 を 抽 出 す る とい う実 験 をN回 繰 り返 す こ と に よ ってC3の デ ー タ をN個

得 る。 そ して そのN個 の デ ー タ か ら(2一])式 に よ りN個 のu3の デ ー タ を得

る。 こ のN個 の π3の デ ー タ をm個 の 階 層 に 振 り分 け る と,第1階 層 に は

n個 の デ ー タ が属 し,第2階 層 に はn.個 の デ ー タが 属 す る とい った 具 合 に,

π3の デ ー タ が 分 布 す る。 そ こで,

F;=Nた だ し・N一
、卵(2一 ・)

と定 義 す れ ば,Fは 第E階 層 に 属 す るデ ー タ の 個 数 の 相 対 頻 度 にな る。

得 られ て い るデ ー タ の個 数1>が 小 さ い場 合 に は,そ れ らの デ ー タ が ち ょ

う ど 中央 値 と な る よ うにm個 の階 層 に分 け れ ば よ い。 例 え ば1>=5の と き,

初 値 の 階 層 の う ち5つ の階 層 にデ ー タが1つ ず つ 属 して お り,そ の 他 の 階 「

層 に は デ ー タ が属 して いな い とす れ ば,

君 一 箸 た だ しn;=1ま た は ・(・ 一8)

となるので,

砥 一 ÷ 、蟄 ただ ・・n.一1(j=1,2,…,・)

=0(ゴ>5)(2-9)

と計 算 で き る こ と に な る。

さて,ル 環 を 用 いて μκを推 定 す る に あ た って は,い くつ か り困 難 に 出 くわ

す こ とに な る。 まず 第 一 に,C3の 母 集 団 か ら無 作 為 に抽 出 され た標 本(デ ー

タ)を も とに して π3の 母 集 団 か ら抽 出 され た標 本 を 明 らか に し よ うに も,

正 確 な デ ー タ を得 る こ とが 困 難 で あ る。 これ は,前 述 の よ う に,(2-D式 に
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お い て α と β が未 知 数 で あ る こ とに加 え て,Yの1次 式 が 真 で あ る保 証 が

な い こ とに よ る。

第 二 の 困難 は,少 な く と も現 時 点 に お い て,u3の 母 集 団 か ら抽 出 さ れ た

標 本 の大 き さは1で,標 本 数 も1で あ ると い う こ と で あ る。 こ れ は,C3の

母 集 団 か ら無 作 為 に抽 出 され た標 本(デ ー タ)の 大 き さ が1で,標 本 数 も1

で あ る こ と に よ る。 つ ま り,3年 目の 消 費水 準 の デ ー タ は1つ しか 得 られ て

い な い の で あ る。u3の 母 集 団 か ら抽 出 され た 標 本 の大 き さ が1で,標 本 数

も1で あ る とい う こ とは,標 本 に お け る確 率 分布 を 作 成 す る こ とが 困 難 で あ

る こと を意 味 す る。

この 困難 に 対 して は,π`(i=1,2,…,Y)の 母 集 団 か ら無 作 為 に 抽 出 さ

れ た 標 本 を大 き さ η の標 本 とみ な す こ とが あ る。 しか しな が ら,こ の こ と

は,u,,u.,…,uxが 「u;の 母 集 団」 とい う単一 の 母 集 団 か ら成 るn次 元 確

率 変 数 で あ る こ とを意 味 す るに 過 ぎ ず,あ くま で 標 本 数 は1の ま まで あ る の

で,1V=1で あ る。Nとnを 同一 視 して(2-9)式 を

Mk一 ⊥ 批.(2-1f)
r'=1

と表現 す る こ とが で き る ため に は,u,,u.,…,π.の 母 集 団 に お け る周 辺 確

率 分 布 関 数 が 同 一 で あ るだ けで な くlu,,u.,…,urが 互 い に 独 立 で な け れ

ば な らな い(9)。母 集 団 が未 知 で あ るか ら推 定 しよ う と して い る わ け で あ る の

に,そ の母 集 団 に お け る確 率 分 布 に 対 して,周 辺 確 率 分 布 関 数 が 同一 で,し

か も独 立 で あ る こ とを前 提 す る こ とは無 理 が あ ろ う。

第 三 の 困難 は,標 本 数 を増 や す べ く,実 験 を 繰 り返 そ う とす る と き に生 じ

る。u3の 母 集 団 か ら抽 出 され る標 本 の数 を増 や す に は,C3の 母 集 団 か ら無

作 為 に抽 出 され る標本 の数 を増 や さね ば な らな い 。 と こ ろで,こ の 標 本 を抽

出 す る とい う実 験 は,3年 目の わ が 国 の 消 費 活動 を 再 び実 行 して み る こ と に

対 応 サ る か も しれ な い。 しか し,過 去 の 消 費 活 動 を 再 び 実 行 す る と い うこ と
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は生身の人間には不可能である。仮にコンピュータを用いてそうした実験を

行 うとして も,そ こには何 らかの仮定が置かれているはずで,そ の仮定が現

実 に満たされるかどうかを検討することは,さ らなる困難をもたらす ことに

なろう。

他方,こ の標本を抽出するという実験は,3年 目のわが国の消費水準を集

計する際に用いられた標本とは別の標本に基づいて消費水準を推計 してみる

ことに対応するかもしれない。その場合,標 本数を増やすことができるなら

ば,そ れに基づいてu3の 母集団から抽出されたとみなされる標本の数 も増

え ることになる。すると,こ の複数の標本を元に して標本分布を作成するこ

とも可能になるように見える。 しか し,消 費水準を推計するための標本調査

は全数調査を行 ったうえでその中から一部を抽出するというわけではなく,

標本を1組 抽出 して推計作業を終了している。 したがって,別 の標本を得る

という作業は,過 去の事でもあり,困 難を極めることにぢるだろう。

さらには,こ の標本を抽出するという実験は,所 得水準が 蝿 であり,か

つ他の系統的要因も3年 目のわが国の状況 と等 しいときにおける消費水準を

調査することに対応するかもしれない㈹。 しかし,こ うした条件を満たす時

代や国は少数であろう。仮にこうした解釈に基づく実験によって複数の標本

を得たとしても,前 述の通 りそれらが本当にπ3の母集団か ら抽出されたと

いう保証はないのである。

このように,実 験の内容をさまざまに解釈することができるのは,母 集団

の 「生い立 ち」 によるものである。u<の 母集団は,C3の 母集団か ら無作為

に抽出されたデータをもとにして,(2-1)式 から計算される数値の集合であ

るとみなされていた。そしてC3の 母集団は,所 得水準をY..で固定 し,そ の

他の系統的因子 も一定にした上で消費水準を計測す る実験を無限に繰 り返す

ことによって得 られ るデータの集合であるとみなされていた。

ところが,現 実に存在するのは,C3に 対するたった1つ のデータである。
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このC3を 確率変数とみな して母集団を想定するというのは,い わば計量経

済学の公理であり,母 集団が現実に存在 していたわけではない。 それゆえ

C3の 母集団から無作為 に標本を抽出するという行為は,母 集団を想定 した

ときにすでに併せて想定されていたことであり,現 実に母集団から抽出する

ことによってC3の データを入手 したわけではないのである。

母集団か ら無作為に標本を抽出するという行為に現実的な解釈を与えるの

が実験の内容である。ゆえに,実 験の内容はいろいろな代替案を持つけれど

も,今 見たようにいずれにせよこうした実験は困難を伴う。

実験を繰 り返すことが困難であると言 うことは,現 実に母集団を構成する

ことが困難 とな り,そ もそも母集団概念を想定すること自体に無理があると

いうことになる㈹。 こうした状況下において,い わば強引になされる推定結

果に信頼を置 くことができるであろうか。

次に,第2の 方法,す なわちπ3の母集団における確率分布に関す る仮説

を設定 し,u3の 母集団か ら抽出された標本を もとにその仮説を検定すると

いう方法を考えてみたい。

第1節 において誤差項に対する仮定として紹介 したよ うに,π3は 正規分

布に従うと仮定されることが多 く,そ れに関する検定はいくつか提案されて

いる。 しか しながら,推 定が困難な状況では,検 定も困難であると言わねば

ならない。推定と検定はアプローチの仕方が異なるものの,誤 差項が確率変

数であることを利用 して,確 率分布に関する情報を探るという目的は共通 し

ているからである。

ここでは2つ の検定を取 り上げて,第1節 で設定されたモデルとデータに

対 しては,誤 差項の確率分布について何 らかの推測を しょうとすることに無

理があることを示 したい。

第1の 検定は,積 率を利用 した ものである。一般に確率変数Xの 期待値を

μで表し,平 均のまわ りのk次 の積率E[(X一 μ)k]をFaで 表すことにすると,
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Xが 正 規 分 布 に従 うな らば,歪 度(α3/a3z)お よ び尖 度{(α 、/α1)r}は0

にな る。 この こ とを 利 用 す る と,u,,π2,…,u.が 互 い に独 立 に 期 待 値0,分

散 σ2の 正 規 分 布 に従 うとい う仮 説 の も とで は,標 本 歪 度

b,一 ÷
、轄 た だ ・,・ ・一1n一,、 亀 ・1(・ 一11)

および標本尖度

b,一 ⊥ 露 一3(,.12)
ri=15

が漸 近 的 に期 待値0の 正 規 分 布 に従 うの で,b,わ2を 検 定 統 計 量 と して,上

記 の 仮 説 が 棄 却 さ れ る か ど うか を判 定 す る とい う検 定 が考 え られ る('2)。

この 検 定 で は,検 定 統 計 量 の値 が0に 近 い とい う こ とが,必 要条 件 で あ っ

て十 分 条 件 で は な い こ とに 注意 す る必 要 が あ る。 つ ま り,.u,u.,…,unが

互 い に独 立 に期 待 値0,分 散 σ2の正 規分 布 に従 う な らば,b,b2は0に 近 い

値 を と る は ず で あ る が,逆 にb,b,の 値 が0に 近 い か ら と い って π1,u;,

…
,urが 互 い に 独 立 に期 待 値0,分 散 σ2の 正 規 分 布 に従 う と い う保 証 は

な い。

第2の 検 定 は,'ラ ンキ ッ ト(rankit)を 用 いた検 定 で あ る(13)。u,π2,…,

u.が 互 い に独 立 に期 待 値0,分 散 σ2の正 規 分 布 に従 う確 率 変 数 で あ れ ば,

・、一 五(2-13)
σ

は標 準 正 規 分 布 に 従 う確 率 変 数 で あ る。

順 序 づ け られ た レ`を

L(D≦;レ(2)≦;… ≦;レ(r,)(2-14)

とす る と,ラ ンキ ッ トμω は,レ ω の期 待 値 と して定 義 され る。 す な わ ち,

E[レ(`)]=μ ω(2-15)

が成 立 す る。 した が っ て,ン ω の μω へ の 回 帰 は 切 片0,傾 き1の 直 線 とな
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らな け れ ば な らな い。

μω は,標 準 正 規 分 布 の分 布 関 数 Φ を用 い て

μ(∫)=Φ 一1(α`)(2-16)

とい う近 似 式 に よ り求 め られ る。 た だ し,a,はtの 関数 で あ り,何 通 りか の

候 補 が 提 案 され て い る(14)。

一方
,ン ω は ス チ ュー ゲ ン ト化 残 差

r一
。(θ ∫1一ん``)1・・(2一'7)

を順 序 化 した 筏`)に よ り求 め られ る。 た だ し,e;は 最 小 二 乗 法 に よ り定 め ら

れ る残 差 で あ り,S`は 誤 差 分 散 の不 偏 推 定 量 で あ り,妬 はハ ッ ト行 列 ㈹ のt

番 目の 対 角 要 素 で あ る。

こ う して求 め られ る(レ ω,μ ω)を プ ロ ッ トして,こ の プ ロ ッ トが 原 点 を

通 る45。 線 に近 い か ど うか に よ・ってuの 正 規 性 を 検 定 す る こ と が で き る と

い う。

しか し,こ の検 定 に お い て も,(レ ω,μ ω)の プ ロ ッ トが 原 点 を 通 る45。

線 に近 くな る こ と は,π`が 正 規 分 布 に 従 うた め の 必 要 条 件 で しか な い こ と

に注 意 す る必 要 が あ る。

確 か に,u,,u,,…,πrが 互 い に 独 立 に 期 待 値0,分 散 σ2の 正 規 分 布 に 従

う確 率 変 数 で あ れ ば,各 々 の 確 率 変 数 の 実 現 値 に 基 づ い て 計 算 さ れ る

(レω,μ ω)の プ ロ ッ トは 原 点 を 通 る45。 線 に 近 く な る け れ ど も,例 え ば

u,π2,…,unが 一 様 分 布 に従 う確 率 変 数 で あ る と し て も 同一 の 実 現 値 が 得

られ る可 能 性 が あ る。

しか しな が ら,こ う した十 分 性 に つ い て の論 理 的 な 問題 以上 に,検 定 の 前

提 に は母 集 団概 念 が想 定 さ れ て い る こ とを重視 すべ きで あ ろ う。母 集 団が あ っ

て初 め て検 定 の対 象 が 存在 す る こ と にな るか らで あ る。

と ころ で,「 観 測 値 の背 後 に母 集 団概 念 を想 定 す る に は,も し実 際 に わ れ
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われがやろうと思えば観測値を多数集めることができる,と いうことが必要

である。」㈹ ところが先に見たように,前 節で提示されたモデル とデータに

対 しては,新 たな観測値を得るための実験を繰 り返す ことが困難な状況にあ

るのである。このことは,検 定を実行するにあたっての前提が十分に成立 し

ていないことを意味 しないだろうか。

最後に第3の 方法,す なわち中心極限定理を用いてu<の 母集団における

確率分布が正規分布で近似できることを示す方法について考えてみたい。

そもそも 「中心極限定連とは,「確率変数列の和の分布が"適 当な条件の

もとで"正 規分布に収束する」 という形の定理の総称である。」(17)

今,π3は 非系統的因子から成るのであった。 そこで,こ の中心極限定理

を利用 して,各 非系統的因子が確率変数であ り,そ の和がu3で あるとみな

すならば,"適 当な条件"の もとでu一の確率分布は正規分布で近似できる

と主張できることになる。

しか しながら,非 系統的因子はモデル(1-1)式 において具体的かつ厳密に

定義されているわけではない。そこで"適 当な条件"が 満たされているか ど

うかを判断することができない。 したがって,中 心極限定理をu3の 確率分

布に関する議論に適用することは困難であり,依 然 としてu3の 真の確率分

布は未知であると考えざるを得ない。

第3節 構造的問題への対処

第2節 においては,第1節 で提示されたモデルとデータに対 して,誤 差項

の真の確率分布が未知であると考えられる根拠 を示 した。 もちろん,こ のこ

とは,.す べてのモデル,す べてのデータに対 してあてはまると考えてはな ら

ない。現に,第1節 で提示されたモデルであっても,デ ータが横断面データ

である場合 については,誤 差項の母集団について詳細な研究がなされてい
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る(18)。ここでの議論は,あ くまで誤差項の真の確率分布が未知であると考え

ざるを得ない事例が存在するということであり,そ うした事例においても計

量経済学の方法によれば,誤 差項の確率分布に基づいて評価や判定を下 して

しまうということが問題であると述べているわけである。

本節では,こ の問題 に対処するために,誤 差項の真の確率分布が未知であ

るときに,誤 差項の確率分布に基づ くことな く,同 様の評価や判定を下すこ

とができるかどうかを考えてみたい。

まず,第1節 で示 した有意性検定について考える。(1-11)で 示される検定

統計量は,最 小二乗推定値βと0と の差が統計的に十分大 きいかどうかを

測る尺度であり,大 きいかどうかを判定する基準として有意水準に基づ く判

定点を用いていた。

ところで,誤 差項の確率分布が未知であっても,最 小二乗推定値は求めら

れる。つまり,最 小二乗法の定義に従って,残 差

e=q一(髪 一β}7

の2乗 をiに ついて合計 したものが最小となるようにαとβの値を定めるこ

とは,具 体的にCLとY,の データが得 られておりさえずれば可能である。 し

たがって,検 定統計量(1-11)の 値 もC,とYの データから一意に求め られる

ことになる。

この検定統計量の値が0か ら大きく離れているかどうかは,そ の値その も

のから直接に判定することが可能である。たとえば,そ の値が135.07で あれ

ば,β と0と の差は十分大きいと判定することに論理的矛盾はないであろう。

もちろん,こ の検定統計量の値が1.93の ように微妙な値であれば,大 きい

と判定できるかどうか難 しいところであるが,決 定係数 のように1つ の尺度

として推定結果に検定統計量の値自体を添えておき,分 析結果を見る者 に1

つゐ情報を提供するということだけでも,分 析上は意味があることであろう。

次に,第1節 で例示 した推定方法の評価について考える。誤差項の真の確
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率分布が未知であるとき,第1節 で示 した不偏性や一致性や有効性は,評 価

基準 として意味を持たなくなる。

不偏性について言えば,(1-4)式 において右辺第2項 が0と なるかどうか

を問題にしていたわけであるが,E(π ρの真の値が不明であり,推 定も困難

であるということになれば,β が不偏性を満たすかどうか不明である。

一致性 について言えば,β の期待値や分散に基づいて,満 たされ るか どう

かを議論 したわけであるが,誤 差項の真の確率分布が未知であるときその期

待値や分散の真の値は不明であり,推 定 も困難である。

有効性について言えば,C,,C2,…,C.の 同時確率密度関数か ら作 られる

尤度関数に基づいて満たされるかどうかを議論 していたわけであり,誤 差項

の真の確率分布が未知であるならば,C1,C2,…,C,の 同時確率密度関数 自

体を定めることが困難である。

こうした困難にもかかわらず,我 々は推定方法の評価は可能であると考え

ている。 というのは,計 量経済学においてモデルを作成する目的は,経 済変

数間の真の関係を探 り,予 測を行うことにあると考えるか らである。

つまり,何 らかの推定方法によって,α=δ,β=β と推定 したとき,方

程式

q=a+β}τ

が将来においても精確に消費と所得の関係を示す ものであるな らば,そ の推

定方法は望ま しいものであったと言 うことができよう。

歴史的に見 ると,誤 差を確率変数 とみな した上で最小二乗法を用いて処理

するという枠組みは,1809年 ガウスによって公表 された(19)。この ときガウ

スは,誤 差の確率分布として期待値が0の 正規分布を用いて,惑 星の軌道を

決定する問題に取 り組んだのである(m)。その後,ガ ウスが用いた確率分布は,

ガウスの法則とも呼ばれるようになり⑳,誤 差を扱 うさまざまな分野に応用

されてきている。計量経済学において誤差項に対 して正規性の仮定が置かれ
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るの も,こ の ガ ウ スの 影 響 が 大 き い と考 え られ る。

この よ う にガ ウ スの 誤 差 法 則 が 重 視 され て い る背 景 に は,ガ ウ ス本 人 の 多

大 な 業 績 も さ る こ と なが ら,天 文 学 に お け る予 測 の精 確 さが あ げ られ よ う。

天 文 学 に お い て は,1609年 と1619年 に ケ プ ラ ー(JohannesKepler)が,

今 日で はケ プ ラ ーの 法 則 と して知 られ て い る と こ ろ の,惑 星 の運 動 に 関 す る

3つ の法 則 を 発 表 し,17世 紀 末 に は,ニ ュ ー ト ン(IsaacNewton)が,万

有 引 力 の 法 則 と彼 が 見 い 出 した力 学(今 日で は ニ ュー トン力 学 と呼 ば れ る)

に よ って,そ の3つ の法 則 を裏 付 け た の で あ る(22:。こ こに お い て天 文 学 は,

惑 星 の 運 動 につ いて の 真 の関 数 を得 た こ と に な る。

さ らに,多 くの研 究 者 の努 力 に よ り,観 測 デ ー タ か ら観 測 者 自身 の 運 動 の
　 　

影 響 や 観 測 者 の 位 置 に よ る影 響 な ど考 え得 る限 りの誤 差 を取 り除 くこ と に成

功 した ㈱。

従 って,ガ ウ スが 天 文 学 に お い て と り扱 った誤 差 は,ま さ し く中 心 極 限 定

理 の 「適 当 な条 件 」 を満 た し,現 実 に期 待 値 が0の 正 規 分 布 で近 似 す る こ と

が 可 能 な確 率 変 数 で あ っ た と考 え られ る。

計 量 経 済 学 は,1930年 米 国 は オ ハ イ オ 州 ク リ ー ブ ラ ン ドに お い て 計 量 経

済 学 会(theEconometricSociety)カ ∫設 立 さ れ た とき を も っ て誕 生 した と

言 わ れ て い る。 この学 会 誌 「エ コノ メ トリカ』(Econometrica)の 創 刊 号 に

お い て創 設 メ ンバ ー の一 人 で あ る ブ リッ シ ュ(RagnarFrisch)は,学 会 会

則 第1条 を 引用 して 計 量 経 済 学 を,数 学 と統 計 学 に 関連 づ け て経 済 理 論 を発

展 させ る た め の もの で あ る と述 べ て い る(24)。

予測や誤差の処理に幽 して大先輩にあたる天文学 と比較するとき,計 量経

済学の発展には,観 測誤差をできる限り取 り除 く努力 と,経 済学における理

論的枠組みの一層の整備が求められると言えよう。
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